
 国民健康保険法施行令の改正に伴い、所要の措置を講ずる。 

１．大綱の概要 

２．制度の内容 

【現行】 市町村が個別に運営 
【制度改正後】 都道府県が財政運営責任を

担うなど中心的役割 

市町村 
都道府県 

都道府県が市町村ごとに決定した 
国保事業費納付金（※）を市町村が納付 

※市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮 

・国の財政支援の拡充 
 

・都道府県が、国保の運営
に中心的役割を果たす 市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

国保運営方針 
(県内の統一的方針) 

給付費に必要な費用を、 
全額、市町村に支払う（交付金の交付） 

国民健康保険法の改正に伴う税制上の所要の措置          
（国民健康保険税） 

 平成27年5月に成立した「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を
改正する法律」により、国民健康保険については、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村
ごとの国民健康保険事業費納付金を決定するとともに、市町村は、保険料(税)を賦課･徴収し、都道
府県に納付金を納める仕組みへ見直すこととされた。 



 

 Ⅰ 国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を58万円（現行：54万円）に引き上げる。 
 Ⅱ 国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。 
  ① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を 
   27.5万円（現行：27万円）に引き上げる。 
  ② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を 
   50万円（現行：49万円）に引き上げる。 

１．大綱の概要 

２．制度の内容 

現行 

【現行】 軽減判定所得 
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円) 
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋27万円×(被保険者数＊) 
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋49万円×(被保険者数＊) 

７割 
軽減 

５割 応益分（約50％） 

応能分（約50％） 

２割 ７割 
軽減 

５割 ２割 

Ⅱ 経済動向等を踏まえ、 

  軽減判定所得を見直し 

【現行】課税限度額  
 基礎課税額：54万円  
 後期高齢者支援金等課税額：19万円 
 介護納付金課税額：16万円 

中間所得層の被保険者の負担に配慮した 
国民健康保険税の見直しが可能となる。 

保険税額 

所得額 所得額 

保険税額 

① ② 

【改正後】課税限度額 
 基礎課税額：58万円  
 後期高齢者支援金等課税額：19万円 
 介護納付金課税額：16万円 

改正後 

【改正後】 軽減判定所得 
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円) 
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋27.5万円×(被保険者数＊) 
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋50万円×(被保険者数＊) 

国民健康保険税の課税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の軽減判定所得の見直し 
（国民健康保険税） 

＊被保険者数には、同じ世帯の中で国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した者を含む。 

Ⅰ 課税限度額の見直し 


